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ュ ， はじめ @ こ 

わが国の研究開発における 有効な研究人材の 活用。 創出において、 ボス ドク 、 若手研究者、 助手などをはじめとする 人材の質的レベル 

が 、 競争的な研究開発環境において 問 視されている。 特に組織間の 多様なキャリアパスへの 開拓及び。 効率的なキャリア 形成の 

きる新たな人材活用システムが 必要不可欠な 仕組みであ る。 そのためには、 労働市場における ネツ ㌃ワークが組織化され。 そのキャリアが 制 

度 的に外部に受入れられる 機能を持っことや 粗織を超えたキャリア 志向を受入れられる 環境を持っこと、 及 び 、 研究人材と組織の 流動化に 

伴刃 スクヘッジを 入れた機能を 持 ことなどが研究人材を 有効に活用できるための 重要な要素として 考えられる [ ね。 これらのことをふまえ 

新たな研究人称の 活用システムの 築 するために企業、 大学 ノ 研究機関に対してヒアリンバ 調査を行い。 これまでの既存のシステムから。 研 

点及び企業の 人材重視点の 抽出。 大学。 研 考え方におけ また、 研究人材 ( ポス ドク 、 若手研究者 " 

などの観点から 新しい研究人材の 活用シス ァ 方 についての 果を紹介する。 
本研究では、 企業、 大学。 研究機 闘 研究者、 助手などの研究人材に 対する考え方や 研究人材の有効な 活用のた 

めの多様な組織間のキャリアパス 及び、 出を目指すための 将来の研究活動を 担 う ための優れた 人材の効率的な 流動 

な 人材活用システムを 提案する。 

関 、 研究者 ( 個人 ) に対する調査でほ、 仮説的に想定組織を 設定し。 「企業 @ 、 「大学。 研究機関」。 「研究者 ( 個 

人 ㍉の間で人材交流円滑化をする 組 とィ立 置付けている ( 図表 一め 。 

図一 1 研究人材活用システム 想定組織の概俳図 ( 仮説 ) 

2. 企業における 研究人材に対する 実態 

企業研究所 )@ こお ける調査結果では、 人事マネジメントの 中の研究人材の 採用に向けた 実績。 方法、 及び採用上の 課 
点などから実態を 明らかにしていく ( 図表一刻。 最初に、 採用の実績について 見ると、 研究開発職にドクター やボ ス ドク など若手研究者を 定 

期的に採用している 企業 は 少数で、 定期採用の中心はマスタ 一であ り、 ポス ドク など若手研究者については 中途採用が - 部でみられる 程 
度であ る。 特 @ こ 採用実績。 経験を持っ大手企業は、 基本的に ボ ス ドク の採用には消極的と 考えられる。 このよ う @ こ 企業の多くが ボ ス ドク など 

の採用に消極的な 要因として以下の 4 点が考えられる。 ①研究費やマインドの 相違、 ②人事制度、 ③受け入れ体制の 不備、 ④研究部門の 

絞り込み @ こ よる受け皿の 減少等が考えられる。 ① ほ 、 民間企業における 研究開発はその 性格上、 一定の期間に - 定の成果 ( 製品化など ) 

を求める応用研究が 中心になっている。 一方、 若手研究者は 長期的視野に 立った基礎研究や 自分の専門分野へのこだわりが 強い傾向に 

あ る。 このように両者には 研究開発に対する 基本的なスタンスの 違いが存在している。 企業は年齢的。 待遇的にも ボ ス ドク などには即戦力 

( 研究 ヰ マネジメントなど ) となることを 求めており、 研究 観や マインドの修正に 手間の掛かる 人材の採用には 消極的にならざるを 得ないのが 

実情であ る。 ② ほ 、 国内の企業全般に 現在でも長期雇用や 年功序列の考え 方 は 根強く残っている。 研究部門においても 学士やマスタ 一の 

段階で採用して、 社内で育成していくのが 主流であ る。 中途採用の研究人材についてほ 待遇面の処遇が 難しい、 れづ問題も抱えている。 
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③ ほ 、 即戦力化を期待する 人材 ( ポス ドク など ) に対して、 企業側が研修。 養成 期 を 設ける余裕はなく。 その姿勢がみられないのもあ る 意 

味 では当然であ る。 また、 特別な職種の 中途採用者に 対する指導。 研修システム 整備。 確立しているとはいえない。 最後に④は、 企業の 

スタンスが応用研究中心であ り、 利益や製品化 @ こ 直結し @ こく L 、 究 組織は。 衰退の傾向にあ る。 これに 釣 ポス ドク など基礎 

志向の人材の 受け皿そのものが 減 、 るものと言える。 

如 こ採用方法について 見ると。 基本的に中心ば 過去のつな； ; り ； ; あ る「教授の紹介」や。 「 W 『 EB 」、 「学会誌」を 通じた直接面接を 繰り返 
して採用する、 と㍉ づ 方法が主流になっている。 人材派遣会社や 斡旋。 紹介会社の利用は 少なく、 そして、 過去つな； ; りのあ る教授の紹介を 

除けば、 採用に関して 大学や研究機関側が 企業に対して 積 けをしている 様子はみられない。 この背景として 研究者胃体 がア 

カデミック志向 申心 であ ることや企業の 人材ニーズに 無関心 き 要因として指摘される。 大学においては 研究人材を企業の 側に 

供給しょうとする 意識自体が希薄な 傾向にあ る。 教授は自らの 研究成果獲得 や 究 室の後継者育成には 熱心であ るが、 元々企業へ人材 

を 送り出すと レづ 発想に欠けており。 その人材ニーズも 把握していないケースが 多い。 また。 究 機関は本来の 役割から省みて 人材の移転 

を 前提とした養成。 教育システムの 構築に取り組むことはなく、 企業とのル ー ㌃作例こおいても 技術移転の視点けあ っても人材移転の 視点に 

は 欠けている。 

最後に企業の 採用上の課 。 董 視点について 結果を見てみると、 以下の 3 点が指摘されている。 ①大学研究室が 企業ニーズを 理解して 

いない。 ②大学とのネットワークがない、 ③事業ニーズにマッチする 学問分野が不明 であ るなどがあ げられる。 例えば、 個人的ネット ヴ 一タ 

を額 引こ大学研究室に 接触した場合も 大学側が企業のニーズを 理解しておらず " 結 的に採用に結びつかなかった 、 めづ ケースが見受け 

られる。 また、 企業の事業内容によっては 研究分野が複数にまたがっており。 適切な学問分野が トくい ケースがあ る。 し力屯 民間企業 

であ れば、 研究内容など 機密情報の漏洩に 細心の注意を 払 う のは当然で。 特許情報などの 流 していることも 言える。 また。 新規 産 

業分野の企業は。 産業としての 歴史が浅いことや 対象事業が複数の 学問分野にまたがることなどによりネットワークに 乏しく、 

する学閥分野が 不明確であ るという指摘も 課題要因として 言える。 

図一 2 人事マネジメントプロセス 
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3. 大学 / 研究機関における 研究人材に対する 特性 

大学。 研究機関における 調査では、 研究人材 @ こ 対する就業状況 ( ポスト、 共同研究など ) や企業就職への 教育。 指導についてなどの 特徴 

を見てみる。 大学及び研究機関における 常勤 職 ポスト ( パーマネントポスト ) ほ 、 今後減少すると 予想されている。 主な理由は少子化の 進行 

による学生数減少と、 行政改革によるコスト 削減 幅立 大学。 国立研究所の 独立行政法人化 ) の影響であ る。 現状、 「大学院重点化計画 @ に 

より大学教授。 助教授のポストは 増えている。 但しこれは他の ポ因、 を スライドさせて 増やしているに 過ぎず。 講師や助手のポスト は 減少して 

いる。 既 @ こ 若手研究者の 代表的な就職口であ る助手や講師のポストは ガ 、 なり狭き門となってきているのが 実情であ る。 独法 研究機関も行政 

改革によって 基本 紺こ パーマネントポスト は 減少傾向にあ る。 独法 研究 関 においても長期雇用きれる 常勤研究員の 数は 数百人しかおら 

ず、 その数はここ㈹ 年間 程 横這いといわれている。 - 方、 任期付の雇用契約に 基づいた研究者 ( 研究補助者も 含む ) が数千人も在籍して 
いるのが実情であ る。 

共同研究やインターンシッブ、 オープンラボなどについて 見ると、 大学、 研究機関 ど 企業の人材交流の 場面は えてきている。 とノづ 見解 

が主流であ る。 一定の交流機会を 持ちながらこれを 雇用の流動化に 結び付けられていないのは。 交流における 的意識の違いがあ り、 特 

に 共同研究においては 大学側にほ企業が 求める 容 。 成果への共同参画と ノづ 意識が強い。 あ くまでも研究が 主日的にな 

めであ る。 但し共同研究の 過程で優秀な 研究者 ヵ 肋、 ら 勧誘されるケース は あ る。 企業の「インターンシップが 機能していな 

ついて企業側をま、 その対象者として @"7 ヌク一 を重視しており、 ポス ドク は対象と考えていないケースが 多い。 また。 共同研究でも 企業 は 事業 

に 直結した研究成果。 スピードを求める 傾向にあ り、 人材交流が主目的ではない。 人材交流を目的としてインターンシップを 実施している 企 

業からも研究者は 目的意識が低いとみられており、 結果的に中身の 薄い交流に止まるケースも 多いと思われる。 

次に大学。 研究機関における 任期 制 。 公募制 は ついて、 人材交流や雇用の 流動化促進の 方策として任期制の 導入が進められており、 そ 

の 導入率は比較的高い 状況にあ る。 しかし、 そこには次のような 問 点を抱えているのが 実情であ る。 ①長期的視野に 立った基礎研究に 
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究 レベルが低下する 可能性があ る、 ③公募制の導入も 進んで も、 るが、 形骸化しているなどが 言える。 特に① ほ、 

列 ことって、 任期制の雇用期間 (1 ～ 5 年 ) は一定の成果を 挙げるには十分と 
ていないために、 結果的に他の 研究ポス㌃を 渡り歩く事態になっている。 企業だけでなく 大学。 

足を指摘している。 アカ ヂ ミック以覚にも 研究者として 活躍する場があ ることやアカデミック ボ ス 

た 教育が不足していることも ボ ス ドク の 職 が 低い理由の一 つ であ る。 また、 教授の評価制度を 改めるべきとする 指摘があ る。 研究成 

果 だけでなく、 研究員 ( 指導教授研究室 社会や企業における 貢献を教授の 評価に加えることで 人材育成への 意識が高まることを 

期待している。 

必 ．研究者における 意識の実態 

研究者における 調査では " 進路の選択、 企業への 就 意識、 自己 研 箔など ヵち 実態を見てみる。 研究者の進路選択については、 圧倒 

的 多数がアカデミッタキャリアを 志望している。 要因として以下の 点を指摘できる。 ① 由 な研究体制。 ②学術研究のリーダ 一酌 

共感と企業内研究実態についての 認 

研究の実情について 

進み。 アカデミックに 対するこだわりは 強くない。 し 力もながら。 大学での経験しかなも 

て 次の点が挙げられる。 ①大学は教育。 研究機関であ り必ずしも べ スト環境ではない、 ②企業家との 交流や企業勤務経験者 はアカヂ ミッタ 

へのこだわりは 強くない。 ③企業に戻ることを 目的に研究などスキルアップ 成果を企業に 戻り実現するとひ づ 明確な目的意識の 下 @ こ 、 アカデ 

ミア での研究に従尊している。 しかし、 注視すべき見解としてアカデミッタキャン 

う に就職活動してよいかわからが 1,.@ 」が挙げられる。 学部卒の場合は、 大学の 

練や意識付けがなされる。 広い意味の職業意識教育が 行われている。 し 力也 

れず、 本人任せの部分が 多い。 L 切叫 こ 業 意識教育が不足していたかを 示しているよさに 思われる。 現下のアカデミックキ 刊 ア への 就 

の 困難さを見るとき。 職域をもっと 広く捉える思考を 身に付けるよ う 、 研究者向けの 職業意識教育の 大切さを示していると 解される。 また、 べ 

に 関心あ る研究者は、 自己の研究分野との 合致、 研究の自由性。 十分な研究設備の 具備がべンチヤ 一 検討の 3 要素に 

なっている。 実際に 3 要件を満足できることは 稀で。 現実 は 就職の検討レベル @ こない。 大学 発 のべンチヤ 一は 数多く設立されているが、 雇 

用 吸収力は弱く、 分野も応用研究領域への 考えも含むことに 限定されている。 企業就職のための 自己 研鏑 ための外部援助にっ い 

て 、 企業への就職をすることに 関しては - 般 教養や自己による 一般的情報収集で 可能な範囲であ り、 周辺 獲得に関しては。 特筆 す 

るような内容は 含まれていない。 

5. 研究人材活用及び 雇用の流動化の 構造 

研究人材の問題構造の 根本要因 は 。 大学教員などアカデミッタポストとドクターとの 需要と供給のバランスが 崩れていること @ こ 起因する。 

問題の発端 は ㏄年代にまで 避る。 当時。 科学技術や社会システムの 高度化。 専門化に対応すべく、 高度教育の機会を 広く与えようとしたの 

が 「大学院重点化計画」であ る。 これにより大学院の 定員数 は 大きく増加したが。 大学院の教員数を 増やしていないため。 この時点で既に ド   

クター数 と アカデミッタポスト 数のギヤ ップは 拡大を始めていたのであ る。 そして平成 8 年、 科学技術基本計画 ( 第一次 ) において「ポストド ク 

が 実施される。 同計画は研究の 原動力として 若い ボ ス ドタ の量産を目指し、 大学や研究所等で 任期 付 研究 

余 で一定年収を 保証するシステムであ る。 当時、 国立大学や公的研究機関 は 行政改革により 定員削減を進めてお 

り、 新たな研究人称の 雇用手段として ボ ス ドク 制度を重用、 平成Ⅸ年度見込みでその 数は比， 憾 3 入に達しているれ コ 。 一方。 大手企業で 

ほ 中央研究所において 長期的視野に 立った基礎研 効 こも注 力 するケースがみられた。 しかし、 バブル経済の 崩壊以降は応用研究重視の 

姿勢が鮮明になり。 研究者雇用の 受け皿としての 機能が低下している。 

このような諸問覇の 申で危惧されるの ほ 。 科学技術研究水準の 低下懸念であ る。 大学や研究機関でほ 大量の ボ ス ドク が雇用され、 ポス ド   

タが 科学研究の下支え 的役割を担っでいる 面は否定できない。 雇用形態に係わらず 研究現場では、 ポス ドク の研究業績についてほ 正当に 

評価されるよ う 取り扱われる 必要があ る。 仮にも科学研究の 底辺を支えてきている ボ ス ドク を安易に 卸サで 事務的に切り 捨てられ 

                                                                                                                        国としての科学技術力の 低下 @ あ っながりかねな 包 していると思われる " 大 
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に 養成されたドクタ 一の受け皿として 国が用意したのが「ポス ドク 等 1 万人支援計画」の 実行と「任期任用 制 」の導入であ る。 任期任用 制 自 

体 は 研究職に競争環境を 持ち込むこと @ こ よって研究者の 流動化や交流促進、 研究室の活性化を 促 す 方法として有効であ るが、 研究者に 

とっては任期終了後のパーマネントポストが 保証されて初めて 意味をなす芯のであ る。 しかし、 任期終了後のポスト ； 

において、 任期任用 制は コスト負担軽減 ( 人件費以覚の 資金による研究職確保 ) のための一時しのぎの 策 めづ見 

た 矛盾する政策により 生じた ド タター 余 より鮮明にしている。 一時しのぎ的に 任期任用制を 持ち込んだため、 

競争環境による 雇用の流動化促進と レ こ あ る教授の推薦を 受けることができるか 否かは。 現実 @ こは学内での 

研究活動を継続できるかどう ヵ 持つ実態があ る。 ここにアカデミック じているのであ る。 ドクタ一の 

余剰状況においてアカハラ 問 、 ることは、 少ないポストの 獲得競争 る 者が、 決定権 を握って り漏 

造 自体に模本原因があ ると考えられる 

企業が ボ ス ドク に求める人経ニーズ ( 能力課 " 求められる人材 像 ) ぽ 。 現状の ボ ス ドク の能力評価。 課題と相反の 関係にあ り。 企業が ポ 

スドク の採用に消極的な 実態を反映している。 ポス ドタ が企業の指摘する 能力上の課 を 抱える背景には、 彼らが本来の 身の置き場所と 自 

諾 するアカデミック ( 大学や研究機関 ) の人材ニーズが 大きく影響している。 つまり大学 は 研究者の養成という 立場から論理的展開 力や基 

研究 力 とい。 た 知識能力に れた人材を求めていることがあ げられる。 そのような養成環境の 申で自覚的、 あ るい ほ 無自覚的に ボ ス ドタ 

を形成している。 研究 関 においては研究に 対する粘り強さ 力 だ一 ズ となっているが。 これは極論すれば 研究現場の労働 

材を求めている、 とレ 見方もできる。 こうした環境の 中で生まれた ボ ス ドク イメージ ( モラ じ アム、 社会性やべンチャーマイ 

ンド の欠如 )@ 、 企業の ボ ス ドタ 評価と本質的 @ こ @ 同一と考え もせ t る 。 大学や て 。 その環境 

において企業の 求める人材が 生まれにくい 状況にあ るのは明らかであ る。 加 え 育 が不足して 

いることから。 これらにその 役割を期待することほ 難しく、 企業のニーズに 合致した人材養成。 教育を支援する 外部機関の存在が 必要不可 

欠と考えられる。 

  研究人材活用システム 想定 紐 綴 

本調査結果で 明らかなよ う に ボ ス ドク 、 また毎年生み 出されるドクタ 一の就業問題は 深刻化する一方であ る。 アカ ヂ ミッタを希望する ボ ス ド   

ク 。 ドクターが圧倒的に 多い中でも余剰研究者には 就 関係各所において 相談 % 増擁しているといわれる。 し 力、 しながら。 現状企業 

の ボ ス ドク 採用において。 人材派遣。 斡旋会社がその 親 分添えているとはいえない。 よって ボ ス ドク は任期最終年度に 研究の傍ら各 

追い込まれて レ、 る 実情があ る。 そこで、 現状の人称派遣会社など @ 

織を設置する 意義は非常に 大き レた 考えられる。 実際 " 仮説にお @ 

。 大学。 研究機関。 研究者 ) のほとんどにおいて。 興味、 関心。 期待を持っ チ 

あ る大学が想定組織を 持っ場合。 その取り組み ぼ 学部や研究室単位ではな 

から大学全体での 取り組みに変えていく 必要があ る。 

7 。 まとめ 

わが国の研究開発における 有効な研究人材の 活用。 創 T において、 研究人材 ( ポス ドク 。 若手研究者、 助手など ) の組織間の多様な キャ 

リアパスへの 開拓及び。 効率的なキャリア 形成の確立できる 新たな人材活用システムが 構築されるための 問題構造の要因として、 ①企業の 

研究人材の採用上の 課題、 ②各大学。 研究機関における 課題。 ③研究者 ( ポス ドク 。 若手研究者、 助手な㈹の意識の 問題など大きな 要素 

して考えられる。 特にドクター 養成の当事者であ る大学 は 、 研究職のための 業 教育をないがしろにし、 雇用の流動化に 貢献することなく。 

  タター養成を 続けてきた。 大学 は 当該問題の当事者であ ることを 認， し 、 全社会的に研究の 場の水準アップに 貢献する 

に研究者を世に 送り出す。 そのような体制作りをしておく 義務があ る。 単に研究者個人だけでなく、 大学自身の意識を 変え 

ることが出発点となるだろう。 また、 研究者自身 ( ポス ドタ 以外含む ) の自立に向かっての 意識改革が必要であ る。 同時に大学自体の 雇用 責 

任の有無に係わらず。 研究現場で研究者を 現実に使用している 立場から流動化 の 改善に向けて、 自らも積極的 @ 

改革が不可欠であ る。 もちろん、 想定組織が成立し 研究人材の有効活用に 向け。 的に取り組める 段階になっても。 

で解決できるものではない。 根本的には国家政策として 発現した問題であ り、 国家政策として 対処すべきものと 考えられる。 その先導的役割 

が 想定組織と位置付けられるのではないだろうか。 これらのことを 踏まえて、 今後は各業界の 業種領域における 研究人材のためのプロフェ 

ッショナル な キャリア。 マネジメント @ こついて追求していく。 
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